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新潟市議会代表団が友好都市ハルビンを訪問 

 

永井武弘新潟市議会議長を団長とする、新潟市議会代表団一行が 10 月 17 日（水）から

19 日（金）にかけ、友好都市ハルビンを訪問しました。 

市議会代表団のハルビン訪問は平成 21年の訪問以来９年ぶりで、滞在中一行はハルビン

市人民代表大会やハルビン市人民政府を表敬訪問し、今後さらに両市の友好親善を促進し

ていくことを確認しました。 

また一行は、山形県ハルビン事務所を訪問し、取り組みについて話を聞くほか、新潟か

らの進出企業を精力的に視察してまわりました。（池田） 

 

 

 

 

中国サロン「中国を話そう」開催 

 

10 月 27 日（土）、新潟市中央区のクロスパ

ルに於いて、新潟ハルビン友好市民の会が主

催する「中国を話そう」が開催。当事務所の

鞠職員とともに、「最近の中国事情」と題し

講演しました。北京事務所の活動内容はじめ

経済状況から生活習慣の話まで幅広く、パワ

ーポイントで映像を紹介しながらの講演とな

りました。 

講演後も大勢の方々から様々な質問をいた

だき、みなさんの中国への関心の高さを実感

しました。今後も北京事務所の活動や中国の

現状についてお話する機会があれば、積極的に参加したいと思います。（池田） 

 

 

 

 

中国北京市朝陽区建国門外大街 26 号 
長富宮弁公楼 2014 室 

http://niigata.stars.ne.jp/zh/ 11月 30日発行 
 

報告１ 

サロンの様子 

報告２    

談笑する永井議長と陳副市長 視察企業において 
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新潟県・佐渡市とともに中国国際旅游交易会に出展 

  

11 月 16 日（金）から 18日（日）までの３日間、

上海新国際博覧センターにて「中国国際旅游交易会

2018」が開催されました。同展示会は、中国国家旅

游局が主催するアジア最大級の旅行博で、報道によ

ると、今年は 107 の国・地域から 2200 を超えるブ

ースの出展があったそうです。それぞれの国・地域

がそれぞれの特性を打ち出し、華やかにブースを飾

っていました。 

今回は、新潟県・佐渡市・新潟市の合同で出展し、

「佐渡おけさ」と「たらい舟娘」の衣装を身にまと

い、PR を実施しました。 

JNTO 出展ブースのミニステージでは新潟のクイ

ズ大会を実施。想像以上の好反応をいただくことが

できました。 

19 日（月）には、上海市内の旅行社 4 社を訪問

し、新潟の新しい観光資源を売り込む他、新潟に対

する旅行社の意見や提案をいただきました。 

団体ツアーだけでなく、多くの個人旅行客の獲得

も見込める、新潟と直行便のある上海。他自治体とも

連携し、PR を強化していきたいと思います。（大泉） 

 

 

天皇誕生日祝賀レセプションにて新潟を宣伝 

 

11 月 21 日（水）、日本大使館大使公邸にて天皇誕生日祝賀レセプションが開催されまし

た。毎年行われている恒例行事で、中国・外国の政府関係者やメディアなどに向けて、日

系企業や自治体が日本の魅力を伝えるものです。約 1600 名もの方々が来場され、活気あふ

れるレセプションとなりました。 

報告３    

新潟ブースの様子 

JNTO ミニステージでクイズ大会を実施 

各国の海外ブース 

旅行社訪問の様子 

報告４    
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その一週間後の 11 月 28 日（水）、中国政府が新潟県産米の輸入規制の解除を発表しま

した。2011 年の原発事故以降に中国が実施した食品の輸入規制により、長らく新潟の食を

売り込むことができませんでしたが、今後はこのようなイベントで、他の団体と肩を並べ

て新潟自慢のお米を振る舞い、宣伝することができます。来年の同イベントでは、おそら

く新潟のお米を求めて新潟ブースを訪れる方が格段に増えることでしょう。米以外の食品

や酒の輸入規制解除への期待も膨らみます。（大泉） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中国レポート  No.69 ２０１８年１１月 

 

最近上海でちょっとした騒動が持ち上がった。イタリアの高級ブランド「ドルチェ＆ガ

ッバーナ（Ｄ＆Ｇ）」が１１月２１日夜に開催予定していた、大規模なショーを突然中止

したのだ。事の発端は、Ｄ＆Ｇの中国向け広告動画。日本でも報道されたので、ご存知の

人も多いと思うが、着飾ったアジア人（中国人？）女性が箸でピッザやスパゲッティーを

食べる動画。箸を「棒のような器具」と言い、女性が箸をピッザに突き刺したり、スパゲ

ティーを箸にぐるぐる巻きにして食べるというもの。これにネット上で「箸文化を馬鹿に

している」などの非難が殺到した。これだけならまだしも、Ｄ＆Ｇの創始者の１人で、デ

ザイナーのガッバーナ氏の「中国はクソの国」、「中国人は無知で、汚くて臭いマフィア」

という中国罵倒の画面がネットに出回り、非難は一気にエスカレート「炎上」した。こう

なると上海だけに留まらず、北京をはじめ全国でＤ＆Ｇ非難が嵐のように巻き起こり、２

１日のショーに参加予定だった女優のチャン-ツィイーやモデルたちが一斉にボイコット

を表明、ショーは中止となったのである。そればかりか、多くの中国人は「もうＤ＆Ｇの

製品は金輪際買わない」と言い、ある人たちは持っていたＤ＆Ｇ製品をズタズタに引き裂

いて見せた。 

 あまりにも酷い表現で、Ｄ＆Ｇ側は弁解の余地もないが、Ｄ＆Ｇは無神経にも「虎のシ

ッポ」を踏んでしまった。中国人は誇り高い民族だが、誇りの根源は数千年の歴史の中で

培われた文化である。 

 このＤ＆Ｇ騒動を見て、実は中国内で企業活動をしている米国企業が、戦々恐々となっ

ている。Ｄ＆Ｇとは状況が異なるが、米中は目下経済戦争の最中にある。これ以上米中の

関係が悪化すれば、中国で米国製品不買運動が起きるかもしれない。中国内で経済活動し

ている米国企業は多い。ＧＭ、フォード、ナイキ、スタバ、ＫＦＣ、マクドナルド・・・。

西園寺 一晃先生の 

中国の有名ブロガー林萍さんも訪れ、 

ライブ中継をしてくれました。 

花野古町・笹団五郎と一緒に PR。 

「カワイイ！」と皆さん集まってきてくれました。 
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特にスタバやＫＦＣ、マクドナルドなどは若者に人気で、商売は上々のようだ。米国がこ

れ以上中国を痛めつけたら、あるいは毒舌のトランプが、中国を侮辱するような事を口走

ったら、Ｄ＆Ｇの二の舞になるだろう。と言うわけで、中国内で経済活動をしている米国

企業は戦々恐々なのだ。 

 ただ今のところ、中国が中国で経済活動をしている米企業を「人質」にとり、プレッシ

ャーをかけるような事はしていない。むしろ何とか中国から撤退するのを引き留めようと

努力しているようだ。米石油大手のエクソンモービルは、広東省恵州市で１００億ドルを

投資し、コンビナートを建設することになっていて、すでに用地は確保済だ。９月、ダレ

ン・ウッズＣＥＯに李克強首相は「困ったことがあったら、私に直接言ってきて下さい」

と言った。１１月、韓正副首相は北京で米マイクロソフト社の創業者であるビル・ゲイツ

と会い、「米企業の、中国への積極的進出を歓迎する」と述べた。 

 さて、その米中経済戦争だが、微妙に影響が出始めた。まだ具体的に消費者の懐を直撃

しているわけではないが、心理的影響は確実に出てきた。多くの市民は、米中経済戦争の

結果、中国経済の行く先に不安を感じ、財布の紐を締めるようになりつつある。ブランド

品などの高価なものは前ほど売れなくなったし、レストランの外食単価も低下していると

言われる。浪費を抑え、節約志向になったのである。個人消費は徐々に落ちつつある。中

国国家統計局の発表によると、１０月の小売売上高（社会消費品小売総額）は、前年同期

比プラス８．６％（物価の変動を除いた実質伸び率はプラス５．６％）で、過去最低とな

った。因みに９月は９．２％だった。 

 中国の消費動向は新車販売台数が１つのバロメーターとなる。中国自動車工業協会の発

表によると、１０月の販売台数は２３８万台で、前年同月比１１．７％減となった。４か

月連続の前年割れである。この調子では、通年でも前年の２８８７万台を割り込む可能性

が出てきた。背景には、確実に米中経済戦争の激化による市況の悪化がある。 

 商務省の友人に興味深い話を聞いた。これまで中国ではコンビニなどで、無人化、自動

化が進み、スマホ決済が急速に普及してきた。この速度が速まるだろうというのである。

対米経済戦争で、おそらく来春くらいから中国経済には深刻な影響が出て、消費はさらに

鈍るだろうという予測が一般的だ。例えば「食」だ。中国人は食には貪欲で、外食に結構

お金をかける。レストランはこれからも大いに外食をしてもらうため、価格設定を考えな

ければならない。ところが、人件費や食材の高騰があり、腕の良い料理人を確保するのも

大変で、頭を悩ませていた。そこに「救世主」が現れたのである。ロボットによる調理の

自動化である。すでに何軒か開店したようだが、珍しい事もあり、人気は上々らしい。ス

マホ注文―食材選択―調理―配膳―片付け―支払いまで人間の手を通さない。ロボットに

よる調理は、幾つかの利点があるという。先ずは人件費の削減、味がぶれない事、そして

調理室の無菌化などによる衛生面の保証。最近中国では、衛生面に気を使う人が増えてき

た。衛生面の管理がひどい店は、すぐネット上で「告発」され、誰も行かなくなる。調理

の自動化は、米中経済戦争が直接的な原因ではないが、自動化を早める要素にはなるだろ

うという事だ。 

 米中の「関税上乗せ合戦」は双方が傷を負う。例えば大豆、中国は大豆をほぼ輸入に頼

っているが、全体の輸入量の約３割は米国からだ。米国の大豆輸出の約６割は中国向けで

ある。当然米国の大豆農家は大きな打撃を受けたが、大豆を主な飼料とする中国の養豚業

者ももろに影響を受けた。米国から大豆が入らなくなり、輸入先をブラジルなどに移した

が、価格は１０％ほど上がった。安定供給の保証もない。また、１０月の大統領選で勝利

したジャイロ・ボルソナーロは「ブラジルのトランプ」と言われ、中国との経済貿易関係

をどうするのか、見えてこない。さらに、中国では夏以降、各地で豚コレラ感染が拡大し

た。養豚業者にとっては泣きっ面にハチだ。豚肉は中国人にとって不可欠の食材である（イ
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スラム教徒は豚肉を食べない）。豚肉が不足し、あるいは価格が高騰したら国民の不満は

高まり、その不満はどういう風に爆発するかわからない。 

 トランプは攻撃的で、中国は受け身というのが一般人の感想である。トランプはこれま

で、対中国経済制裁（上乗せ関税）を３回行い、中国からの輸入品の約半分が対象となっ

た（２５００億ドル）。さらに第４弾を準備していると言われる。第４弾は残りの輸入品

全て（２６７０億ドル）が対象で、これが発動されれば、中国からの輸入品全てに上乗せ

関税がかけられることになる。中国もこれまで３回に分け１１００億ドルの、米国からの

輸入品に上乗せ関税をかけてきた。その一方で、最近１４２項目の貿易赤字是正のための

行動計画リストを作成し、米国側に示した。習近平指導部も難しいところだ。何とかして

妥協点を見つけ、ダメージを減らしたい一方で、「対米弱腰」という批判は避けなければ

ならない。 

経済分野での米中「戦争」は熾烈だが、外交・安保分野では双方に抑制・歩み寄りがみ

られる。１１月７日、ボルトン米国家安全保障担当大統領補佐官と楊潔箎中国党政治局委

員がワシントンで会談、１１月８日には、依然として米外交に大きな影響力を持つキッシ

ンジャー元国務長官が訪中し、習近平主席と会談した。１１月９日には、１年５か月ぶり

に米中閣僚級外交・安全保障協議がワシントンで開かれ、米国側からポンペオ国務長官、

マティス国防長官が、中国側からは楊潔箎党政治局委員、魏鳳和国防相が出席した。また、

中国は米原子力空母「ロナルド・レーガン」を含む、米空母打撃群の香港寄港を許可、１

１月２１日に寄港が実現した。なお、２か月前の９月には、米軍艦の香港寄港を中国は拒

否していた。 

これからの攻防はハイテク分野になるだろう。いや、もうすでにこの分野の攻防戦に突

入している。今や「ハイテク技術を制する者は世界を制する」と言われる。ハイテク分野

は、民生のみならず、兵器、宇宙開発など「国の総合力」に関わる、決定的意味を持つ。

米国はこの分野で依然として最強の地位を占めているが、ここ数年中国が猛烈な勢いで迫

ってきている。世界のハイテク産業付加価値額を見ると（２０１６年）、米国が４９５５

億ドル、中国が３８０４億ドル、３位の日本は１０１７億ドル、ついでドイツの７３６億

ドルとなっている。日本やドイツは一部の分野では優位を保っているが、全体としては米

中「２強」の様相を示し始めている。ただ中国はまだ質の面で、あるいは最重要の半導体

などの面で大きく後れを取っているのが現状だ。 

中国はハイテクで世界のトップを目指し、２０１５年に「中国製造２０２５」を策定し

た。これは中国のハイテク製造業発展のロードマップだ。この計画は３段階で、まず２０

２５年までに「中国は世界の製造業大国の仲間入りをする」、２０３５年までに「中国は

世界の製造業大国の中位を占める」、２０４５年までに「中国は世界の製造業大国のトッ

プに立つ」というものである。これが実現すれば、世界の軍事を含む力関係は大きく変化

し、中国は米国を凌駕することになる。 

米国が危機感を持ったのはこの「中国製造２０２５」計画だ。米国が中国通信大手の「華

為（ファーウエイ）」、「中興通訊（ＺＴＥ）」を狙い撃ちしたのは、まさにハイテク分

野における中国の発展を阻もうとする意図だというのが中国人の共通認識だ。米国は、米

国政府や政府関連企業と取引のある企業に、「ファーウエイ」、「ＺＴＥ」との取引を禁

止、友好国にも取引停止を呼び掛けている。「ＺＴＥ」はスマホ生産で、米国から半導体

の供給を受けていたが、供給が途絶え、スマホ生産が出来なくなった。中国は、自国のハ

イテク産業のアキレス腱が半導体だと痛感、「自力更生」による自給率の向上を目指す計

画を策定した。それは２０２０年までに自給率を４０％に、２０２５年までに７０％にす

るというものだ。この国策に呼応し、幾つかの大企業がこの分野に参入した。「華為（フ

ァーウエイ）」、「百度（バイドゥ―）」、「珠海格力電器」、「康佳（カンジャー）集
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【筆者プロフィール】 

西園寺 一晃（さいおんじ かずてる）氏  

１９４４年生まれ 
● 明治の元勲・公爵・首相・枢密院議長である西園

寺公望氏を曾祖父に持つ。 

● 西園寺公一（きんかず）氏（第一回参議院議員・日

中文化交流協会常任理事）の長男。 

● 北京大学経済学部卒業 

● 朝日新聞社に在籍中は，日中関係の調査研究室長な

どを歴任。退職後も中国問題の調査、研究にあたる。 

● 現在工学院大学客員教授，北京大学客員教授，伝媒

大学客員教授，北京城市大学客員教授 

団」、「阿里巴巴（アリババ）」（新会社「平頭哥」を設立）などだ。中国政府はこれら

に各種優遇措置をとる事を表明した。中国は、世界の半導体市場の約４割を占めるが、自

給率は１割にも満たない。２０１７年の半導体輸入額は２６００億ドルで、これは原油の

輸入総額を上回る。 

以上のような半導体の状況は、これまでの国際分業体制が崩れる事を意味している。短

期的に見れば、中国は苦しい。しかし、中長期的に見れば、米国は自殺行為をしたのかも

知れない。中国は官民を挙げ全力で半導体の自給率向上に取り組むだろう。経済的、技術

的基礎のある中国は、一定の時間を掛ければ、半導体の自給率向上は不可能ではない。米

国はこれまでの分業体制を破壊し、最大のマーケットを失い、同時に米国の半導体覇権を

危うくしたのかもしれない。 

今の世界経済は、競争と分業で成り

立っている。この分業が崩れれば、先

進国も発展途上国も大きな傷を負う事

になり、世界経済は大混乱に陥る危険

がある。特に米中は世界第１と第２の

経済大国である。やはりどこかで折り

合い、相互依存の関係を維持すること

が賢明であり、それが世界経済の安定

と発展に寄与する事だと思う。（止） 

 

 

      「深刻な技術労働者不足」 

 

実質的経済発展を目指し、今もなお成長を続ける中国経済にとって深刻な課題の一つが、

その支えとなる高級技術者（ハイレベルな技術労働者）が絶対的に不足していることだ。

世界の工業強国は全てエンジニア大国・技術者大国であり、産業全体の技術者グループの

うち高級技術者の占める割合が高い。ちなみに、ドイツが約５０％、日本が約４０％に対

し、中国はわずか約５％に過ぎず、中国全土で不足している高級技術労働者は約 1,000 万

人とも言われている。現在中国が政策的に進めている製造大国から製造強国への移行を、

ひどく遅らせる要因となってしまうかもしれない。 

 

 

 

 

■■お知らせ■■ 
 新潟市の中小企業、団体等が北京市内で経済活動を行うに当たり、様々な支援を行っています。

お気軽にお問い合せください。 

新潟市北京事務所代表メールアドレス bjniigata@niigata-ipc.or.jp 

北京事務所長のコラム 


